
15

高まるデジタル化のニーズ 

2018年、2020年に国内でアクセンチュ
アが実施したデジタル活用に関する顧客
アンケートでは、チャットや、ビデオ通
話を通じてリモートアドバイスを求める
ことに肯定的な顧客の割合は、

「保険金請求」では2018年31%→2020

年41%に増加、「最新の製品や商品に関
するアドバイス」で2018年29%→2020

年39%に増加

更に支社などオフィス内での手続きから
デジタル活用への変化を好意的に受け入
れる割合は

「保険金請求」では2018年79%→2020

年83%に増加、「最新の製品や商品に関
するアドバイス」では2020年79%→
2020年82%に増加

といずれもCOVID-19以前と比較して増
加しており、顧客はこれまで以上に、リ
モート、デジタル活用に好意的であるこ
とがわかる。

生命保険会社においても、前述した顧客
ニーズの変化を踏まえて、従来の営業職
員や代理店による対面を前提としたビジ
ネスモデルから、デジタル接点を活用し
た新たなビジネスモデルの確立を進めて
いるが、顧客のニーズを満たすサービス
は提供出来ておらず、デジタル手続の利
用率は期待する水準に達していない。

また、本社の事務オペレーションについ
ても、在宅での実施が求められるなど事
務環境にも変化が生じており、リモート
の前提となるデジタル化と同時に、規制
への過剰対応など経年で複雑化した事務
プロセスの抜本的な見直しと事務コスト
削減が課題視されている。

Web上での情報取得が容易になる中、こ
れまで受け身だった顧客が、自身で保険
を選択する動きも増えており、市場が求
める商品を短期・低コストで提供し、顧
客ニーズにマッチした商品を訴求するこ
とは、保険会社の競争力としてこれまで
以上に重要になる。

断片的なデジタル化施策

このような状況下で、生命保険会社が実
施している取組に目を向けると、フロン
トでは顧客専用ページの手続メニューの
追加や顧客向け帳票のペーパレス化、
バックエンドではRPA導入による現行事
務の部分的な機械化など断片的にデジタ
ル化施策を実施するケースも少なくない。

顧客専用ページは、各社、有効な登録者
数が契約者の10%～20%程度にとどま
り、登録者も限られた機会の中で専用
ページを利用する割合は低い。現状事務
プロセスに対するRPA導入についても、

事務の執り方が手続の種類や請求内容、
商品で分かれることから適用範囲が局所
的となり、適用後も事務画面改修などの
コストが生じ、期待効果が得られない場
合もある。

デジタル化が断片的になる要因として
は、契約管理システムを中心とする基幹
システムの複雑さにより、顧客接点での
基幹機能活用が容易でないことや、基幹
システムの構造が現状事務プロセスを前
提としており、改修時の影響がプロセス
変更の制約となっていることが考えられる。

生保基幹システムが抱える課題

レガシーを塩漬けにするという言葉が使
われるように、基幹システムは見直しの
対象外とされることが多いが、抜本的な
デジタル化を進めるにあたって、中心に
ある基幹システムを置き去りにした対応
は、各システムに負担をかけ、システム
構造の複雑化、開発コストの増加を招く
可能性があるため、十分な検討を実施し

たうえで対応を判断すべきである。特に
検討が必要と考える現状課題を述べる
（図表1）。

多角化するチャネルへの対応

顧客ニーズに応えるには、多角化する
チャネルに柔軟に適応し、これまで以上
に顧客に近い接点で基幹機能が利用出来
なければならないが、契約管理システム
の 多 く は 、 社 内 事 務 向 け に イ ン タ ー
フェースを構築しており、新しいチャネ
ルの追加時はチャネル側が基幹システム
の制約を受容するとともに、基幹システ
ム側でもチャネル差異を吸収するための
対応が必要となり複雑化が避けられない。

経年による肥大化・複雑化

フロントシステムが、クラウド基盤の活
用や、SaaS、AIなどのソリューション
利用で進化する一方、基幹システムはそ
の規模・複雑さから、これまで大きな進
化を遂げておらず、生産性は徐々に低下、

結果、ビジネスを圧迫する開発コスト、
商品展開のあしかせとなる開発スピード
が、競争力を失う要因となっている。

事務処理目線の機能構成

基幹システムの根幹である契約管理シス
テムは、契約単位の処理を前提に機能が
構成され、契約単位にデータを管理して
いる。このため、顧客や世帯単位の変化
に対し手続きを実施する場合にも、契約
単位で処理をすることとなり、手続きの
漏れや、重複手続きを生む構造となって
いる。今後、保険会社目線での手続きか
ら顧客目線での手続きに移行するにあ
たって、契約単位のみを前提としたシス
テム構造には対策が必要である。

将来の基幹システムへの要求

次に、ビジネスニーズの変化と基幹シス
テムの課題を踏まえ、将来、基幹システ
ムが備えるべきシステム機能・構造につ
いて考える（図表2）。

チャネル依存のない基幹サービスを活用
した本社事務の削減

保険会社が提供するチャネルだけでな
く、SNSなど顧客が利用するコミュニ
ケーションツールや、顧客に近い異業種
経由などで保険機能の提供が可能となる
よう、基幹機能をサービス化するなど、
チャネルに依存せず、顧客体験を踏まえ
て適所に機能配置可能なシステム構造を
検討すべきである。

本社事務で活用される基幹機能が、顧客
接点に提供されることで、顧客自身の手
続きでデジタル完結し、本社事務のない
オペレーションを実現できる。

アプリ構造改革による戦略商品展開

市場ニーズに対し、短期間かつ低コスト
での商品展開を実現するためには、シス
テムの複雑化・肥大化の原因となる、一
体化した業務処理と、商品性・計算機能

を分離し、既存ロジックの制約を受けず
柔軟に市場ニーズを反映した商品開発が
可能なアプリケーションアーキテクチャ
を検討すべきである。

商品ロジックなどによる複雑化・肥大化
が抑止されることで、ビジネスプロセス
変更の柔軟性が向上するとともに、短期
サイクル・低コストが前提の戦略的商品
の展開も容易になる。

契約単位手続きから顧客志向プロセスへ
の移行

従来の契約単位データの上位セグメント
として顧客や世帯情報を保持、顧客単位
の機能構成を実現することで、保険会社
目線で契約単位に保障や顧客属性を変更
するだけではなく、ライフイベントで生
じた変化に、顧客・世帯といった単位で
向き合い、顧客に必要な手続き・保障を
把握したうえで最適な対応をとることが
可能になる。

契約管理システム上で顧客単位データ管
理が実現されれば、顧客に提供する幅広
い商品と、顧客が利用する健康サービス
を紐づけ、保障と連動することで、より
パーソナライズされた保険を提供するこ
とも可能になる。

最後に

デジタル化によってビジネスモデルを変
革するには、顧客や募集人との接点の改
革だけでなく、基幹システムの構造にも
メスを入れ、変化に応えられる基盤を備
える必要がある。

基幹システムの整備には、新基盤の構築
や、デカップリングなど様々な手段があ
るが、弊社が国内・グローバルで培った
ナレッジを活用し、保険会社各社に貢献
できると幸いである。

 

企業価値向上に向けたCFOによるサステイナビリテ
ィ対応
～ファイナンスと金融・保険会社の視点

現状～アルファベット・スープ～

サステイナビリティあるいはSDGs等の
概念が浸透するにつれて、社会や環境配
慮の観点を欠いた事業活動は、単なるレ
ピュテーションリスクにとどまらず、企
業価値の毀損に直結していく。これらに
応えられない企業は、投資に加え顧客や
人材も引き寄せられなくなり、企業価値
を向上させていくことが極めて困難と
なっていく。

金融市場においても、世界、日本ともに
ESG投資は拡大の一途となっている。投
資家側のマインドも同様であり、弊社の
調査*1でも、63%の経営幹部が、例え収
益の確保が目的であったとしてもESG活
動への投資削減は投資家からマイナスに
見られる、と回答している。

サステイナビリティについて、黎明期を
過ぎ様々な概念・用語が百花繚乱の体を

成している現状は、特に英語3文字の略
語が乱用されていることからアルファ
ベット・スープ（図表1 ）とも揶揄さ
れ、一連の議論および理解を難しいもの
にしている。サステイナビリティに関す
る開示基準や策定団体の統合が始まりつ
つあるが、今後はグローバルベースでの
収斂が加速、高度化を迎えることが必至
であり、現在は揺籃期にある。

金融機関・保険会社に求められる
取り組み

事業会社がサプライチェーンのサステイ
ナビリティ対応についても考慮しなけれ
ばならないのと同様に、金融機関・保険
会社は、機関投資家として、インベスト
メント・チェーンに対して、投資を通じ
た社会的責任を全うするESG投資やサス
テイナブル・ファイナンスが求められる。

投資に加え融資にもこの動きは波及して
おり、既にサステナビリティ・リンク・

ローンという金融商品が存在する。これ
は融資先のESGターゲットの達成状況に
応じて借入条件が変動する商品で、達成
できなければ金利が上昇する。欧米の他
に邦銀でも事例がある。

このような仕組みは、特に気候変動の直
接的インパクトの大きい損保商品等にも
適用可能であり、ターゲットを満たした
場合には保険料が低下する商品が登場す
るものと予想する。

また、規制としても、TCFD（Task Force on 

Climate-related Financial Disclosures）
が気候変動に関する開示の提言を行って
いることに加え（図表1）、投資先に適
用している二酸化炭素排出量の把握を融
資先にも拡大するよう金融庁が計画して
いる。この流れは、保険会社の引受先に
も裾野を広げ、さらに対象も二酸化炭素
の排出量以外にも拡大するであろう。規
制の完成を待って後手に対応するのでは

なく、規制対応にとどまらない、主体
的・戦略的な対応が望まれる。

欧州の金融期間では、サステイナビリ
ティへの対応を明示的に経営活動に取り
込むために、役員報酬にサステイナビリ
ティ指標を連動させている例もあり、役
員の変動報酬の10%や25%などが連動対
象になっている。今後、この趨勢は欧州
から拡大すると予想される。

ESGと企業価値

ESG活動と企業価値との間の相関関係に
ついては認識が高まっており、M&Aの
際にも考慮されるようになってきてい
る。弊社調査*1でも、ESG格付が低い企
業群と比べ、同格付が高い企業群は、株
主総利回りが2.6倍良かったという結果
が出ている。

ESGが企業価値向上に資する理論的な説
明としては、①ESGの取り組みの開示に

よる投資家の理解向上による資本コスト
の減少。流動性の向上（非流動性プレミ
アムの減少）を含む。②事業・オペレー
ショナルリスクも含めたリスクの軽減。
銀行業について、ESGに注力している銀
行群は、ROEの標準偏差が低い（特に金
融危機時）という調査結果*2もある。③
その他に人材の評判・魅力の向上を含む
ブランド価値の増加などが挙げられる。

日本企業ではPBR 1以下（時価総額より
も解散価値の方が高い）の企業が一定数
存在する。これは、リスク要因による
ディスカウント、特に最近ではESG対応
に起因するESGディスカウントが含まれ
るのではないだろうか。対話・開示の拡
大も企業価値向上の1つのポイントと考
えられる。

各社に適したKPIの設定

ESGに関するKPIとして、環境面からは
二酸化炭素、紙や水の使用量、という指

標から取り組んでいる企業もあるが、戦
略・事業と連動し企業価値向上に貢献す
るKPIを設定し活動することが不可欠で
ある。連動しない活動は、見せかけの所
謂“グリーンウォッシュ”や“ESGウォッ
シュ”となってしまう。規制対応を行う
だけであれば単なるコストとなる。

本邦の金融・保険業の中で、優れた統合
報告書に選ばれたものであっても、サス
テイナビリティに関わるKPIの列挙にと
どまっているものが多く、目標や計画設
定が今後重要となる。

特に欧州の金融・保険会社では、自社お
よび外部へのインパクトといった2軸に
よるマトリックス（マテリアリティ・マ
トリックス）を計画と共に開示してお
り、これにより自社のESGへの取り組み
について説明することが可能となってい
る。（日本の金融・保険会社では、重要
項目（マテリアリティ）の特定にとど
まっているケースが多い。）

従来の財務指標を、ESG指標により調整
するROESG（ROE=Return on Equityと
ESGを掛け合わせた造語）のような考え
方もある。両者を統合している点は良い
が、個社の状況に応じたバリュードライ
バー、KPIに細分化していく必要がある。

ポイントは、自社の戦略・ビジネスモデ
ルに適したKPIを設定していくことである。

インパクト投資の考えでは、リスク・リ
ターンに加え環境・社会等へのインパク
トも加えた3次元での判断軸となってい
るが、金融・保険会社も従来のリスク・
リターンに加え、ESGのような非財務指
標の自社企業価値への分析を進めた上で
金融・保険会社ならでは指標を選定し、
多次元的に運用することが望ましい。

企業価値へ向けたCFOの役割

金融機関・保険会社として、投融資・保
険引受先のサステイナビリティも考慮し

た事業判断、マテリアリティを考慮した
バリュードライバーやKPIの設定とそれ
らの優先順位も考慮した多次元的な管
理、そしてこれらが戦略・ビジネスモデ
ルと密接に関連し企業価値向上につなが
るストーリーとして一連の情報を開示す
ることの必要性を述べてきたが、これら
の実現にはCFOの役割拡大が欠かせない。

弊社調査* 3において、68%のCFOが、
ESG指標の最終責任がファイナンス部門
にあると回答している。これは、非財務
情報を通した財務的価値増加の責任が
CFOにあることを示している。

価値創造のストーリー構築のために、こ
れまでより包括的に財務・非財務情報を
総合的に結びつけることが必要である。
そのためには、まずはこれまで以上に多
種多様な情報を管理するDWH（データ
ウェアハウス）を再構築する。その上
で、財務・非財務のKPIの見直しおよび

バリュードライバーの再設定とその優先
順位を決定し、これらを多次元的に管理
可能な統合的なダッシュボードを装備する。

弊社はAI Powered Cockpitという経営管
理ソリューションを提供しているが、こ
のような加速を助けるソリューションも
活用すれば、より高度な経営判断をより
効率的に行えるであろう。

これらの役割をCFOが担い、“ESGウォッ
シュ”や規制対応にとどまらない戦略的
なサステイナビリティ対応を主導してい
くことで、サステイナブルな企業価値の
向上につながっていくと考える。

*1  Business Future 2021 - Signals of 

Change -（2021, Accenture）
*2 Real Returns 2019（2019, GABV）
*3 CFO Now: Breakthrough speed for 

breakout value（2021, Accenture）

SDGs/ESGの概念の浸透と共に、企業へのサステイナビリティへの要請が高
まっているが、規制や用語が乱立しており、グローバルなフレームワークや
スタンダードについては揺籃期にある。

ESGへの取り組みによる企業価値への影響について認識が高まっている中、
金融・保険会社として投融資・保険引受先も考慮した取り組みを行いなが
ら、財務・非財務情報をこれまで以上に統合的かつ多次元に勘案し、戦略・
ビジネスモデルへの反映、市場との対話・開示を行っていくことが望まれる。

サステイナビリティに関する取り組みについて、ファイナンスおよび企業価
値の目線から考察し、金融・保険会社のCFOの役割発揮について論じたい。
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アップデートされる社会システム

新型コロナウィルス（COVID-19）の流
行は、消費者・社会システム変化の時計
の針を大きく進めた。以下に、主な変容
について簡単に触れたい。

デジタル化の一層の加速

まず、チャネルやタッチポイントのデジ
タル化と、それによる顧客体験（CX; 

Customer Experience）向上が大きく進
展した。加えて、企業がこれまでに推進
してきた業務プロセスデジタル化（DX; 

Digital Transformation）も、エントリー
業務の変化によって、より一層に加速す
ることが想定される。一方、全ての企業
がある意味で強制的にCX/DXに取組んだ
結果として、似通った顧客タッチポイン
トが飽和する中では、それだけで自らを
差別化できなくなりつつあるのもまた事
実である。企業には次の一手が必要な
のだ。

規制緩和の進展

これまで、場合によっては既得権益に守
られていた領域においてもリモート・デ
ジタル化に向けた規制緩和は進むものと
考える。金融業界においても、保険と医
療の領域での新たな機会に注視すべきで
あり、また、現物書類を前提とした業務
プロセスを見直す時機とも言える。

業界・バリューチェーンの融合

デジタル化・規制緩和の進展により、
異業種からの金融業参入、金融機関に
よる異業種との連携は今後も続く。銀行
業 に お け るA P I の オ ー プ ン 化 、B a a S

（Banking as a Service）提供、顧客接
点を持つ企業タッチポイントに組み込ま
れる保険（Embedded Insurance）など
がそれらの例になる。こうした動きは、
金融機関が「機能」ではなく、「体験」
「価値」を提供するエコシステムの一員
になりつつあることを意味する。

求められる持続的成長

温室効果ガス（Greenhouse Gas：GHG）
やCOVID-19などの人類としての課題・
危機に直面していること、従来のCX/DX

を越える企業としての社会的意義問い直
しの気運が高まっていることなどを受
け、気候変動をはじめ「持続的な成長」
を新たなフロンティアとした、国家主導
で巨額の投資を伴う主導権争いが始まっ
ている。これまで不経済であった領域に
資本が動く以上、金融機関を含む全ての
企業にとって重要な論点となる。

「変化」に向き合う企業経営

消費者・社会変化の著しい不確実な時代
において、その変化に向き合い、勝ち残
るために、企業が意識すべきポイントに
ついて考察したい。

全ての企業において、顧客・消費者・社会
のみがプロフィットの源泉である。業務・

システムなどはアセットであると同時に
コストでもある。ゆえに全てのビジネス
は、必ず顧客起点でなくてはならない。

顧客に価値を提供するタッチポイント
（セールス・サービスなど）の最も重要
な役割は、実は、顧客・消費者・社会に
最も近い存在として、その変化を捉え
て、エクスペリエンスを実現するための
企業変革のトリガーを引くことだと言う
こともできるのではないか。

社会変化にあわせ自社が提供すべき価値
を再定義した上で、顧客が抱える問題の
解決に向けて全社レベルでの変革を推進
することを、弊社ではエクスペリエンス
経営（BX; Business of Experience）と
呼び、タッチポイントにおけるCXの向
上や業務プロセスデジタル化（DX）と
は明確に区別している（図1）。

BXとは

BXとは、パーパス（存在意義）を核に
据え、顧客・消費者・社会を起点としな
がら、顧客タッチポイントに留まらない
全社ファンクションをアジリティを持ち
ながら変革することで、卓越した顧客体
験を提供する、それにより「ひと」が抱
える問題を解決することと定義する。

このような経営アプローチを採用する場
合、企業はそのあり方を大きく変更しな
ければならない。特に金融機関において
のその差分は小さくないと推察する。

財務的成果のみならず、社会的貢献でも
評価される企業ブランドを目指すため
は、マーケティング・営業、商品・サー
ビス、審査、データ、テクノロジー、人
材など多岐にわたる領域で変革が求めら
れる（図2）。複合的な取組みをパーパス・

顧客エクスペリエンスなどで背骨を通し
つつ統合的に推進することができる人間
は、企業においてはCEOただひとりであ
る。CEO自らのリーダーシップとコミッ
トメント、そして部門責任者に対する厚
いサポートが極めて重要となる。

BX実現に向けた要諦

BXの実現に向けて、経営者は大きく5つ
の論点を押さえなければならない。

パーパス起点での戦略

自社のパーパスに改めて立ち戻り、戦略
やビジネスモデルの再定義をすることが
重要となる。消費者の8割は、「企業
パーパス」はCXと同様に重要と答え、
YZ世代においては、約半数が企業の社
会的意義を重要と捉え、社会問題に対す
る言動によって企業のスイッチを検討し
たことがある。

*YZ世代：1980年ごろ以降に生まれた世代

真の顧客体験の実現（問題解決）

卓越したエクスペリエンスは、顧客が求
めることを正しく理解した上で、価値創
出することによって実現できる。顧客す
ら気付いていない実現したいこと、また
は顧客が無意識に諦めてしまっているこ
と、これらに向き合うことを常に起点と
して、あらゆる企業ファンクションの横
断的変革をリードできるリーダー・ガバ
ナンスも見逃せない要素となる。

アジリティある業務・システム

常に変化する時代において、構想したビ
ジネスの成否は顧客に問うより他に確認
するすべはない。さまざまなビジネスア
イディアはサービス化し、実証実験を通
じて見極められる。顧客に受け入れられ
るサービスは直ちにスケールさせなけれ
ばならい。この際に、重要となるのは
「失敗」を識別し撤退する勇気（これに

より、資源の再配賦が可能となる）と、
迅速なローンチに耐えうる業務・システ
ムを備えることである。レガシーな業
務・システムと決別するため、既存の制
約に囚われることなくゼロベースで新た
な基幹系システムを構築し、デジタルビ
ジネスを起ち上げる金融機関も登場して
いる。そうした金融機関の多くは、レガ
シーと新しい業務・システムを並存さ
せ、段階的シフトを進めることを目指す。

テクノロジー活用による変革余力創出と
スケーラビリティ

顧客価値の高い、新商品・サービスが
ローンチされ顧客がそれを選択する、こ
れにより企業投資は必然的にレガシーか
らシフトさせなければならない。変革余
力創出のため、レガシーは、AIを含むさ
まざまなテクノロジー活用により、徹底
的に効率化することが求められる。ま
た、変化のスピードが激しい中では、新

たに構築する業務・システムについて
も、小さく産んで大きく育てることが肝
要となるため、クラウド活用の議論も欠
かせない。銀行の勘定系がフルクラウド
基盤に構築される時代である。

CEOの責任

エクスペリエンス経営は、顧客接点を担
う部署に閉じる話では決してない。企業
のパーパスや、全社レベルでの業務・シ
ステムのあり方を問う営みである。

日本では、まだまだマーケティングやエ
クスペリエンスは狭義に語られがちであ
る。しかしながら、BXはCEOの仕事に
他ならないこと、重ねて申し上げたい。

本稿にて提唱するBXの考え方が、国内
金融機関各社が不確実な時代において自
社のあり方を考える端緒となれば幸いで
ある。
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図表1  アルファベット・スープの整理�
～サスティナビリティ、SDGs，ESGの関係、および関連する概念、各種基準設定団体など～�

現状～アルファベット・スープ～

サステイナビリティあるいはSDGs等の
概念が浸透するにつれて、社会や環境配
慮の観点を欠いた事業活動は、単なるレ
ピュテーションリスクにとどまらず、企
業価値の毀損に直結していく。これらに
応えられない企業は、投資に加え顧客や
人材も引き寄せられなくなり、企業価値
を向上させていくことが極めて困難と
なっていく。

金融市場においても、世界、日本ともに
ESG投資は拡大の一途となっている。投
資家側のマインドも同様であり、弊社の
調査*1でも、63%の経営幹部が、例え収
益の確保が目的であったとしてもESG活
動への投資削減は投資家からマイナスに
見られる、と回答している。

サステイナビリティについて、黎明期を
過ぎ様々な概念・用語が百花繚乱の体を

成している現状は、特に英語3文字の略
語が乱用されていることからアルファ
ベット・スープ（図表1 ）とも揶揄さ
れ、一連の議論および理解を難しいもの
にしている。サステイナビリティに関す
る開示基準や策定団体の統合が始まりつ
つあるが、今後はグローバルベースでの
収斂が加速、高度化を迎えることが必至
であり、現在は揺籃期にある。

金融機関・保険会社に求められる
取り組み

事業会社がサプライチェーンのサステイ
ナビリティ対応についても考慮しなけれ
ばならないのと同様に、金融機関・保険
会社は、機関投資家として、インベスト
メント・チェーンに対して、投資を通じ
た社会的責任を全うするESG投資やサス
テイナブル・ファイナンスが求められる。

投資に加え融資にもこの動きは波及して
おり、既にサステナビリティ・リンク・

ローンという金融商品が存在する。これ
は融資先のESGターゲットの達成状況に
応じて借入条件が変動する商品で、達成
できなければ金利が上昇する。欧米の他
に邦銀でも事例がある。

このような仕組みは、特に気候変動の直
接的インパクトの大きい損保商品等にも
適用可能であり、ターゲットを満たした
場合には保険料が低下する商品が登場す
るものと予想する。

また、規制としても、TCFD（Task Force on 

Climate-related Financial Disclosures）
が気候変動に関する開示の提言を行って
いることに加え（図表1）、投資先に適
用している二酸化炭素排出量の把握を融
資先にも拡大するよう金融庁が計画して
いる。この流れは、保険会社の引受先に
も裾野を広げ、さらに対象も二酸化炭素
の排出量以外にも拡大するであろう。規
制の完成を待って後手に対応するのでは

なく、規制対応にとどまらない、主体
的・戦略的な対応が望まれる。

欧州の金融期間では、サステイナビリ
ティへの対応を明示的に経営活動に取り
込むために、役員報酬にサステイナビリ
ティ指標を連動させている例もあり、役
員の変動報酬の10%や25%などが連動対
象になっている。今後、この趨勢は欧州
から拡大すると予想される。

ESGと企業価値

ESG活動と企業価値との間の相関関係に
ついては認識が高まっており、M&Aの
際にも考慮されるようになってきてい
る。弊社調査*1でも、ESG格付が低い企
業群と比べ、同格付が高い企業群は、株
主総利回りが2.6倍良かったという結果
が出ている。

ESGが企業価値向上に資する理論的な説
明としては、①ESGの取り組みの開示に

よる投資家の理解向上による資本コスト
の減少。流動性の向上（非流動性プレミ
アムの減少）を含む。②事業・オペレー
ショナルリスクも含めたリスクの軽減。
銀行業について、ESGに注力している銀
行群は、ROEの標準偏差が低い（特に金
融危機時）という調査結果*2もある。③
その他に人材の評判・魅力の向上を含む
ブランド価値の増加などが挙げられる。

日本企業ではPBR 1以下（時価総額より
も解散価値の方が高い）の企業が一定数
存在する。これは、リスク要因による
ディスカウント、特に最近ではESG対応
に起因するESGディスカウントが含まれ
るのではないだろうか。対話・開示の拡
大も企業価値向上の1つのポイントと考
えられる。

各社に適したKPIの設定

ESGに関するKPIとして、環境面からは
二酸化炭素、紙や水の使用量、という指

標から取り組んでいる企業もあるが、戦
略・事業と連動し企業価値向上に貢献す
るKPIを設定し活動することが不可欠で
ある。連動しない活動は、見せかけの所
謂“グリーンウォッシュ”や“ESGウォッ
シュ”となってしまう。規制対応を行う
だけであれば単なるコストとなる。

本邦の金融・保険業の中で、優れた統合
報告書に選ばれたものであっても、サス
テイナビリティに関わるKPIの列挙にと
どまっているものが多く、目標や計画設
定が今後重要となる。

特に欧州の金融・保険会社では、自社お
よび外部へのインパクトといった2軸に
よるマトリックス（マテリアリティ・マ
トリックス）を計画と共に開示してお
り、これにより自社のESGへの取り組み
について説明することが可能となってい
る。（日本の金融・保険会社では、重要
項目（マテリアリティ）の特定にとど
まっているケースが多い。）

従来の財務指標を、ESG指標により調整
するROESG（ROE=Return on Equityと
ESGを掛け合わせた造語）のような考え
方もある。両者を統合している点は良い
が、個社の状況に応じたバリュードライ
バー、KPIに細分化していく必要がある。

ポイントは、自社の戦略・ビジネスモデ
ルに適したKPIを設定していくことである。

インパクト投資の考えでは、リスク・リ
ターンに加え環境・社会等へのインパク
トも加えた3次元での判断軸となってい
るが、金融・保険会社も従来のリスク・
リターンに加え、ESGのような非財務指
標の自社企業価値への分析を進めた上で
金融・保険会社ならでは指標を選定し、
多次元的に運用することが望ましい。

企業価値へ向けたCFOの役割

金融機関・保険会社として、投融資・保
険引受先のサステイナビリティも考慮し

た事業判断、マテリアリティを考慮した
バリュードライバーやKPIの設定とそれ
らの優先順位も考慮した多次元的な管
理、そしてこれらが戦略・ビジネスモデ
ルと密接に関連し企業価値向上につなが
るストーリーとして一連の情報を開示す
ることの必要性を述べてきたが、これら
の実現にはCFOの役割拡大が欠かせない。

弊社調査* 3において、68%のCFOが、
ESG指標の最終責任がファイナンス部門
にあると回答している。これは、非財務
情報を通した財務的価値増加の責任が
CFOにあることを示している。

価値創造のストーリー構築のために、こ
れまでより包括的に財務・非財務情報を
総合的に結びつけることが必要である。
そのためには、まずはこれまで以上に多
種多様な情報を管理するDWH（データ
ウェアハウス）を再構築する。その上
で、財務・非財務のKPIの見直しおよび

バリュードライバーの再設定とその優先
順位を決定し、これらを多次元的に管理
可能な統合的なダッシュボードを装備する。

弊社はAI Powered Cockpitという経営管
理ソリューションを提供しているが、こ
のような加速を助けるソリューションも
活用すれば、より高度な経営判断をより
効率的に行えるであろう。

これらの役割をCFOが担い、“ESGウォッ
シュ”や規制対応にとどまらない戦略的
なサステイナビリティ対応を主導してい
くことで、サステイナブルな企業価値の
向上につながっていくと考える。

*1  Business Future 2021 - Signals of 

Change -（2021, Accenture）
*2 Real Returns 2019（2019, GABV）
*3 CFO Now: Breakthrough speed for 

breakout value（2021, Accenture）

出典：公開資料よりアクセンチュアまとめ

アップデートされる社会システム

新型コロナウィルス（COVID-19）の流
行は、消費者・社会システム変化の時計
の針を大きく進めた。以下に、主な変容
について簡単に触れたい。

デジタル化の一層の加速

まず、チャネルやタッチポイントのデジ
タル化と、それによる顧客体験（CX; 

Customer Experience）向上が大きく進
展した。加えて、企業がこれまでに推進
してきた業務プロセスデジタル化（DX; 

Digital Transformation）も、エントリー
業務の変化によって、より一層に加速す
ることが想定される。一方、全ての企業
がある意味で強制的にCX/DXに取組んだ
結果として、似通った顧客タッチポイン
トが飽和する中では、それだけで自らを
差別化できなくなりつつあるのもまた事
実である。企業には次の一手が必要な
のだ。

規制緩和の進展

これまで、場合によっては既得権益に守
られていた領域においてもリモート・デ
ジタル化に向けた規制緩和は進むものと
考える。金融業界においても、保険と医
療の領域での新たな機会に注視すべきで
あり、また、現物書類を前提とした業務
プロセスを見直す時機とも言える。

業界・バリューチェーンの融合

デジタル化・規制緩和の進展により、
異業種からの金融業参入、金融機関に
よる異業種との連携は今後も続く。銀行
業 に お け るA P I の オ ー プ ン 化 、B a a S

（Banking as a Service）提供、顧客接
点を持つ企業タッチポイントに組み込ま
れる保険（Embedded Insurance）など
がそれらの例になる。こうした動きは、
金融機関が「機能」ではなく、「体験」
「価値」を提供するエコシステムの一員
になりつつあることを意味する。

求められる持続的成長

温室効果ガス（Greenhouse Gas：GHG）
やCOVID-19などの人類としての課題・
危機に直面していること、従来のCX/DX

を越える企業としての社会的意義問い直
しの気運が高まっていることなどを受
け、気候変動をはじめ「持続的な成長」
を新たなフロンティアとした、国家主導
で巨額の投資を伴う主導権争いが始まっ
ている。これまで不経済であった領域に
資本が動く以上、金融機関を含む全ての
企業にとって重要な論点となる。

「変化」に向き合う企業経営

消費者・社会変化の著しい不確実な時代
において、その変化に向き合い、勝ち残
るために、企業が意識すべきポイントに
ついて考察したい。

全ての企業において、顧客・消費者・社会
のみがプロフィットの源泉である。業務・
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SDGs、ESG機運の高まりを受
け、社会および企業の持続可
能性を意味するようになって
いる。本稿では最も包括的な
概念として扱い、企業のサス
テ ィ ナ ビ リ テ ィ へ の 対 応 ≒
ESG対応として記載。

CSR：Corporate Social Responsibility、企業の社会的責
任。近年では、ESGやCSVなどの用語の台頭により、相対
的に使用されなる、または他の概念に包含されるように
なっている。
CSV：Creating Shared Value。共通価値の創造。マイケ
ル・ポーターにより提唱、経済価値と社会価値を同時に実
現するという概念

17のゴール・169のターゲッ
トから構成持続可能な開発目
標 （ S D G s ： S u s t a i n a b l e 
Development Goals）。2015
年に国連で採択。企業だけで
なく、政府なども巻き込んだ
目標である。

PRI：Principles for Responsible Investment。UNEP FI
（国連環境計画・金融イニシアティブが提唱、責任投資原
則と言われる。GPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）
の署名により日本でもESG投資が浸透。
PSI：Principles for Sustainable Insurance。UNEP FIが
PRIの保険版として策定。
PRB：Principles for Responsible Banking。UNEP FIが
PSIにつづいて、PRIの銀行版として策定。

環境（Environment）、社会
（ S o c i a l ） 、 ガ バ ナ ン ス
（Governance）の3つの観点。
投資とセットで用いられるこ
とが多く、近年では企業目線
のサスティナビリティ活動に
ついて使われることも多い。

SRI：Socially Responsible Investment。投資判断の際に、
投資先の社会に対する責任などを勘案する考え方。CSRを
意識した投資をSRI投資と呼ぶこともあったが、近年は
ESG（投資）と同義にも使われる。また、PRIは、SRIが具
現化したもの、とも言われる。
インパクト投資：具体的・定量的な結果（Impact）を伴う
投資。

SSB：Sustainability Standards Board。国際的な報告基準
の策定を目的にIFRS財団が設立。TCFD等の既存の枠組み・
作業等をベース とする。
SASB：Sustainability Accounting Standards Board。
ESG に関する開示基準を設定。 I IRC と合併し、Value 
Reporting Foundationとなった。
IIRS：International Integrated Reporting Council。国際
統合報告フレームワークを公表。
SFDR：Sustainable Finance Disclosure Regulation。EU
におけるサステイナブルファイナンス情報に関する開示
規制。
GRI：Global Reporting Initiative。サステナビリティにつ
いての国際基準（GRIスタンダード）の制定に取り組んで
いる非営利団体。
TCFD：Task Force on Climate-related Financial Disclosures。
G20の要請を受けたFSB（金融安定理事会）が設立。企業
が気候変動の影響を開示するための提言を公表。本邦の
コーポレートガバナンスコードにも影響。
NGFS：Network of Central Banks and Supervisors for 
Greening the Financial System。金融監督の観点からの気
候シナリオなどを策定している金融監督者のネットワーク。

システムなどはアセットであると同時に
コストでもある。ゆえに全てのビジネス
は、必ず顧客起点でなくてはならない。

顧客に価値を提供するタッチポイント
（セールス・サービスなど）の最も重要
な役割は、実は、顧客・消費者・社会に
最も近い存在として、その変化を捉え
て、エクスペリエンスを実現するための
企業変革のトリガーを引くことだと言う
こともできるのではないか。

社会変化にあわせ自社が提供すべき価値
を再定義した上で、顧客が抱える問題の
解決に向けて全社レベルでの変革を推進
することを、弊社ではエクスペリエンス
経営（BX; Business of Experience）と
呼び、タッチポイントにおけるCXの向
上や業務プロセスデジタル化（DX）と
は明確に区別している（図1）。

BXとは

BXとは、パーパス（存在意義）を核に
据え、顧客・消費者・社会を起点としな
がら、顧客タッチポイントに留まらない
全社ファンクションをアジリティを持ち
ながら変革することで、卓越した顧客体
験を提供する、それにより「ひと」が抱
える問題を解決することと定義する。

このような経営アプローチを採用する場
合、企業はそのあり方を大きく変更しな
ければならない。特に金融機関において
のその差分は小さくないと推察する。

財務的成果のみならず、社会的貢献でも
評価される企業ブランドを目指すため
は、マーケティング・営業、商品・サー
ビス、審査、データ、テクノロジー、人
材など多岐にわたる領域で変革が求めら
れる（図2）。複合的な取組みをパーパス・

顧客エクスペリエンスなどで背骨を通し
つつ統合的に推進することができる人間
は、企業においてはCEOただひとりであ
る。CEO自らのリーダーシップとコミッ
トメント、そして部門責任者に対する厚
いサポートが極めて重要となる。

BX実現に向けた要諦

BXの実現に向けて、経営者は大きく5つ
の論点を押さえなければならない。

パーパス起点での戦略

自社のパーパスに改めて立ち戻り、戦略
やビジネスモデルの再定義をすることが
重要となる。消費者の8割は、「企業
パーパス」はCXと同様に重要と答え、
YZ世代においては、約半数が企業の社
会的意義を重要と捉え、社会問題に対す
る言動によって企業のスイッチを検討し
たことがある。

*YZ世代：1980年ごろ以降に生まれた世代

真の顧客体験の実現（問題解決）

卓越したエクスペリエンスは、顧客が求
めることを正しく理解した上で、価値創
出することによって実現できる。顧客す
ら気付いていない実現したいこと、また
は顧客が無意識に諦めてしまっているこ
と、これらに向き合うことを常に起点と
して、あらゆる企業ファンクションの横
断的変革をリードできるリーダー・ガバ
ナンスも見逃せない要素となる。

アジリティある業務・システム

常に変化する時代において、構想したビ
ジネスの成否は顧客に問うより他に確認
するすべはない。さまざまなビジネスア
イディアはサービス化し、実証実験を通
じて見極められる。顧客に受け入れられ
るサービスは直ちにスケールさせなけれ
ばならい。この際に、重要となるのは
「失敗」を識別し撤退する勇気（これに

より、資源の再配賦が可能となる）と、
迅速なローンチに耐えうる業務・システ
ムを備えることである。レガシーな業
務・システムと決別するため、既存の制
約に囚われることなくゼロベースで新た
な基幹系システムを構築し、デジタルビ
ジネスを起ち上げる金融機関も登場して
いる。そうした金融機関の多くは、レガ
シーと新しい業務・システムを並存さ
せ、段階的シフトを進めることを目指す。

テクノロジー活用による変革余力創出と
スケーラビリティ

顧客価値の高い、新商品・サービスが
ローンチされ顧客がそれを選択する、こ
れにより企業投資は必然的にレガシーか
らシフトさせなければならない。変革余
力創出のため、レガシーは、AIを含むさ
まざまなテクノロジー活用により、徹底
的に効率化することが求められる。ま
た、変化のスピードが激しい中では、新

たに構築する業務・システムについて
も、小さく産んで大きく育てることが肝
要となるため、クラウド活用の議論も欠
かせない。銀行の勘定系がフルクラウド
基盤に構築される時代である。

CEOの責任

エクスペリエンス経営は、顧客接点を担
う部署に閉じる話では決してない。企業
のパーパスや、全社レベルでの業務・シ
ステムのあり方を問う営みである。

日本では、まだまだマーケティングやエ
クスペリエンスは狭義に語られがちであ
る。しかしながら、BXはCEOの仕事に
他ならないこと、重ねて申し上げたい。

本稿にて提唱するBXの考え方が、国内
金融機関各社が不確実な時代において自
社のあり方を考える端緒となれば幸いで
ある。
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図表2  CFOによるサステイナブルな企業価値向上

現状～アルファベット・スープ～

サステイナビリティあるいはSDGs等の
概念が浸透するにつれて、社会や環境配
慮の観点を欠いた事業活動は、単なるレ
ピュテーションリスクにとどまらず、企
業価値の毀損に直結していく。これらに
応えられない企業は、投資に加え顧客や
人材も引き寄せられなくなり、企業価値
を向上させていくことが極めて困難と
なっていく。

金融市場においても、世界、日本ともに
ESG投資は拡大の一途となっている。投
資家側のマインドも同様であり、弊社の
調査*1でも、63%の経営幹部が、例え収
益の確保が目的であったとしてもESG活
動への投資削減は投資家からマイナスに
見られる、と回答している。

サステイナビリティについて、黎明期を
過ぎ様々な概念・用語が百花繚乱の体を

成している現状は、特に英語3文字の略
語が乱用されていることからアルファ
ベット・スープ（図表1 ）とも揶揄さ
れ、一連の議論および理解を難しいもの
にしている。サステイナビリティに関す
る開示基準や策定団体の統合が始まりつ
つあるが、今後はグローバルベースでの
収斂が加速、高度化を迎えることが必至
であり、現在は揺籃期にある。

金融機関・保険会社に求められる
取り組み

事業会社がサプライチェーンのサステイ
ナビリティ対応についても考慮しなけれ
ばならないのと同様に、金融機関・保険
会社は、機関投資家として、インベスト
メント・チェーンに対して、投資を通じ
た社会的責任を全うするESG投資やサス
テイナブル・ファイナンスが求められる。

投資に加え融資にもこの動きは波及して
おり、既にサステナビリティ・リンク・

ローンという金融商品が存在する。これ
は融資先のESGターゲットの達成状況に
応じて借入条件が変動する商品で、達成
できなければ金利が上昇する。欧米の他
に邦銀でも事例がある。

このような仕組みは、特に気候変動の直
接的インパクトの大きい損保商品等にも
適用可能であり、ターゲットを満たした
場合には保険料が低下する商品が登場す
るものと予想する。

また、規制としても、TCFD（Task Force on 

Climate-related Financial Disclosures）
が気候変動に関する開示の提言を行って
いることに加え（図表1）、投資先に適
用している二酸化炭素排出量の把握を融
資先にも拡大するよう金融庁が計画して
いる。この流れは、保険会社の引受先に
も裾野を広げ、さらに対象も二酸化炭素
の排出量以外にも拡大するであろう。規
制の完成を待って後手に対応するのでは

なく、規制対応にとどまらない、主体
的・戦略的な対応が望まれる。

欧州の金融期間では、サステイナビリ
ティへの対応を明示的に経営活動に取り
込むために、役員報酬にサステイナビリ
ティ指標を連動させている例もあり、役
員の変動報酬の10%や25%などが連動対
象になっている。今後、この趨勢は欧州
から拡大すると予想される。

ESGと企業価値

ESG活動と企業価値との間の相関関係に
ついては認識が高まっており、M&Aの
際にも考慮されるようになってきてい
る。弊社調査*1でも、ESG格付が低い企
業群と比べ、同格付が高い企業群は、株
主総利回りが2.6倍良かったという結果
が出ている。

ESGが企業価値向上に資する理論的な説
明としては、①ESGの取り組みの開示に

よる投資家の理解向上による資本コスト
の減少。流動性の向上（非流動性プレミ
アムの減少）を含む。②事業・オペレー
ショナルリスクも含めたリスクの軽減。
銀行業について、ESGに注力している銀
行群は、ROEの標準偏差が低い（特に金
融危機時）という調査結果*2もある。③
その他に人材の評判・魅力の向上を含む
ブランド価値の増加などが挙げられる。

日本企業ではPBR 1以下（時価総額より
も解散価値の方が高い）の企業が一定数
存在する。これは、リスク要因による
ディスカウント、特に最近ではESG対応
に起因するESGディスカウントが含まれ
るのではないだろうか。対話・開示の拡
大も企業価値向上の1つのポイントと考
えられる。

各社に適したKPIの設定

ESGに関するKPIとして、環境面からは
二酸化炭素、紙や水の使用量、という指

標から取り組んでいる企業もあるが、戦
略・事業と連動し企業価値向上に貢献す
るKPIを設定し活動することが不可欠で
ある。連動しない活動は、見せかけの所
謂“グリーンウォッシュ”や“ESGウォッ
シュ”となってしまう。規制対応を行う
だけであれば単なるコストとなる。

本邦の金融・保険業の中で、優れた統合
報告書に選ばれたものであっても、サス
テイナビリティに関わるKPIの列挙にと
どまっているものが多く、目標や計画設
定が今後重要となる。

特に欧州の金融・保険会社では、自社お
よび外部へのインパクトといった2軸に
よるマトリックス（マテリアリティ・マ
トリックス）を計画と共に開示してお
り、これにより自社のESGへの取り組み
について説明することが可能となってい
る。（日本の金融・保険会社では、重要
項目（マテリアリティ）の特定にとど
まっているケースが多い。）

従来の財務指標を、ESG指標により調整
するROESG（ROE=Return on Equityと
ESGを掛け合わせた造語）のような考え
方もある。両者を統合している点は良い
が、個社の状況に応じたバリュードライ
バー、KPIに細分化していく必要がある。

ポイントは、自社の戦略・ビジネスモデ
ルに適したKPIを設定していくことである。

インパクト投資の考えでは、リスク・リ
ターンに加え環境・社会等へのインパク
トも加えた3次元での判断軸となってい
るが、金融・保険会社も従来のリスク・
リターンに加え、ESGのような非財務指
標の自社企業価値への分析を進めた上で
金融・保険会社ならでは指標を選定し、
多次元的に運用することが望ましい。

企業価値へ向けたCFOの役割

金融機関・保険会社として、投融資・保
険引受先のサステイナビリティも考慮し

た事業判断、マテリアリティを考慮した
バリュードライバーやKPIの設定とそれ
らの優先順位も考慮した多次元的な管
理、そしてこれらが戦略・ビジネスモデ
ルと密接に関連し企業価値向上につなが
るストーリーとして一連の情報を開示す
ることの必要性を述べてきたが、これら
の実現にはCFOの役割拡大が欠かせない。

弊社調査* 3において、68%のCFOが、
ESG指標の最終責任がファイナンス部門
にあると回答している。これは、非財務
情報を通した財務的価値増加の責任が
CFOにあることを示している。

価値創造のストーリー構築のために、こ
れまでより包括的に財務・非財務情報を
総合的に結びつけることが必要である。
そのためには、まずはこれまで以上に多
種多様な情報を管理するDWH（データ
ウェアハウス）を再構築する。その上
で、財務・非財務のKPIの見直しおよび

バリュードライバーの再設定とその優先
順位を決定し、これらを多次元的に管理
可能な統合的なダッシュボードを装備する。

弊社はAI Powered Cockpitという経営管
理ソリューションを提供しているが、こ
のような加速を助けるソリューションも
活用すれば、より高度な経営判断をより
効率的に行えるであろう。

これらの役割をCFOが担い、“ESGウォッ
シュ”や規制対応にとどまらない戦略的
なサステイナビリティ対応を主導してい
くことで、サステイナブルな企業価値の
向上につながっていくと考える。

*1  Business Future 2021 - Signals of 

Change -（2021, Accenture）
*2 Real Returns 2019（2019, GABV）
*3 CFO Now: Breakthrough speed for 

breakout value（2021, Accenture）

出典：アクセンチュア方法論

再構築したデータ基盤
AI/経営コックピット

事業戦略、ビジネ
スモデルの継続的

なアップデート

KPI、バリュードラ
イバーの再選定

幅広い
元データの収集・

分析

マテリアリティ、
優先順位の決定

多次元の指標に
よる経営管理

ステークホル
ダーとの対話/

開示の強化


	www.accenture.com/jp-ja/insights/financial-services/fs-architect



